





























申請区分 1 .①総併句藍携型(地元型) 01・②総併娼携型(広域型) 2教育研究高度イ哩









事 業 期 間|平成 20 年度
取組名称
(40字以内)
22 年度 ( 3 年間)
キーワード |犠牲者ゼロを目指す、地域の防災力向上、防災教育プログラム、地域密着型防災システム、庄百
学問劃莞
連携聯且の概要(*400字以内)
「災害アイランドJといわれる九州・沖縄において、自然災害による「犠牲者ゼロJを目指して、地域貢献、
人材育成、研究開発に取組む。人材育成では、新しく防災教育プログラムを開発し、共通講義、副専攻プロ
グラムの履修認定、公開講座、防災拠長型大学院の設置等により、地域に役立つ人材・防災士・災害ボラン
ティアを育成する。地域の「知の拠長」として、各大学に防災センターを配置しJ情報機器を活用した防災ネ
ットワークを構築~災害調査、情報提供、共通教育、災害資料のアーカイブス化、災害モニタリング、リア
ルタイム防災事業等を協働して行い「地域密着型防災システムJを確立し、地域の防災力向上に貢献する。
産官学民連携して防災技術に関する共同研究開発を実施するとともに、地域防災のシンクタンクとして、自
治体等における防災活動を支援、安全なまちづくり、災害遺構・防災施設を活用した観光産業振興等、防災
をキーとした地樹舌性化を図る。 (400字}
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|2.連携取組について【6ページ以内】I[申請書作成・記入要領P.3参周
(1 )連携取組の趣旨・目的
1)背景(九州の災害と地域の防災力の向上)
(様式2)
「災害アイランドJとも言われる和川地区(九州・沖縄は、全国的にも台風の常襲地区であり、梅雨
前線等による集中豪雨の多発地域でもある。また、最近、地球温暖化によるゲリラ的集中豪雨が多発
しており、そのため洪水や土砂災害等が頻発している。加えて、桜島、雲仙等における火山災害、えびの
地震、福岡地震等による地震災害、有明海における高潮災害など、これまで甚大な被害がもたらされてい
る。最近でも毎年のように災害が発生し、それにより多くの犠牲者をだしている。安全・安心を確保する
ために、地域社会からは、防災に関する早急な対応が求められている。
政府は自然災害による「犠牲者ゼロ」を目指すとして、今春、中央防災会議に「総合プラン」を報告し
た。このなかで、 4つの[連携プランJ (様式4(3)p.l4の図参照jの推進と国民運動の戦略的展開があげ
られており、国民自らが災害への備えの必要性を認識l.AT動できるような環境整備を促進するとしている。
その連携プランの一つに、 「地域の防災力の向上を目指すJがあり、最近の新潟県中越沖地震やミヤンマ
ー・サイクロン災害、中国・四川大地震などの世界的な巨大災害の発生をみるまでもなく、防災対策は今
まさに国内外で待ったなしの状況にある。
2)連携取組の必要性(大学連携による地域貢献)
自然災害はいつ、どのような形で襲ってくるか分からない。複雑で多様な顔を持っている。 r地域の防
災力の向上を目指す」には、関係するあらゆる分野の英知を結集して取り組むことが不可欠である。すな
わち、行政、大学、学会、企業、 NPO、住民などの関係者が、それぞれの専門性を活かし協働して、総
合的に災害に取り組むことが求められるのである。しかしながら、大学だけを取り上げてみても、これま
での災害対応がうまくいっているとは言いがたい。例えば、災害調査は、学会や分野別には行われてはい
るが、理学・工学・農学・人文学・社会学・医学などが結集した総合的な災害調査はいまだ、かつて実施さ
れたことはない。ばらばらなのである。行政と住民の関係についても同じことがいえる。九州|は自然災害
の常襲地帯であるにも関わらず、行政が自主防災組織の結成を呼U澗けても、住民の災害に対する意識は
自主防災組織の組織率に見られるように大分県や宮崎県を除くと全国平均に遠く及ぱなしL また、九州|内
でも洪水ハザードマップが作成され、配布もされているところもあるが、その認知度は非常に低い。
このように防災についての情報の発信を行政だけにイ壬せておくのではなく、地域の大学が連携して防災
教育カリキュラムを作成し、まずは、出前授業などで子供達への防災教育を行うことから始めて、地域を
巻き込んでゆく。地域のリスクコミュニケーション力を向上させることによって、地域住民の防災意識の
向上を図ることが肝要である。災害が発生する以前から、関係機関が密接な連携体制を確立するとともに、
大学は「知の拠点」として、地域に密着した防災教育・研究の推進、行政、住民への成果の普及啓発等に
対する日常的脈問主求められている。災害に県境はない。九州・沖縄の大学が連携して総合的な取組を行
うことによって、個別の対策から行政区域を越えた防災対策に取組むことができる。また、 「災害アイラ
ンド」である九州が、防災への取組において先導的役割を果たし、それを国レベルまで広げ、浸透させ、
我が国における災害多発地域の防災力を高め、真の意味での減災に繋げて行く必要がある。
3)連携の目的
①「災害アイランドJともいわれる九州・沖縄において、国公私立大学が連携して防災教育や防災研
究などの課題に戦略的に取組み、九州地区からの自然災害による「犠牲者ゼロ」を目指す。
②地域における「知の拠点」として、各大学内に「地域防災拠点(センター)Jを配置し、脳或に密
着した各種防災開通舌動を通して「地域を活性化Jする。
③国公私立大学の特徴ある連携によって、防災教育、研究、地域貢献の取組において、相互間の効率
的な協力・補完を実現し、 「連携の実」を高める。
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(2 )連携取組の内容、実施体制等[申間断峨・配入要領P.3参照]
1 )連携取組の内容
連携取組は図-1に参加する連携校(防災拠点(センター))と協力校で行なうが、項目ごとに
幹事校を設けて事業推進にあたる。協力校とは、既存のコンソーシアム「防災・環境ネットワーク」
所属の国立大学法人:鹿児島大、宮崎大、佐賀大、大分大、九工大を示す。
[人材育成・教育分野]
新しい防災教育プログラムを開発する。カリキュラムの体系化を図り、共通講義、副専攻プログラムの
履修認定等を実施する。あわせて、市民を対象に公開講座、シンポジウム等を継続的に実施し防災に強い
人材を育成する。将来的には、聞かれた防災拠点型大学院を設置する。
①教育プログラム等の開発、教育力の向上(幹事;西南学院大学 ・九州大学)
a.総合防災科学のカリキュラム作成
現行の各大学における防災商連科目を集大成・体
系化しカリキュラムを作成する。その際、各大学
の地域性を反映した個性的カリキュラムにも配慮
する。この件業は、既に部分的に開始している。
b.共通講義実施
他大学からの応援講義と集中講義を実施する。
C.単位互換等を活用した主専攻・副専攻プログラム
を構築する。将来的には、防災拠点型大判完の設
置にまで繋げてゆく。
d.危擁管理マニュアルを共通化し、学内における啓
発活動を共同して行う。学生の自助・共助力を養
う。災害時における大学施設の地域への開放策を
策定する。
e.防災士・災害ボランティアリーダーの育成制度を
整備し、 5年間で約500人の防災士育成を目指す。
O勝校
O協力校
②地域の教育研究資源の結集(幹事;崇城大学・長崎大
学) 図-1 地域防災拠点(センター)と協力校
a.地域防災教育の電子教材を開発し、地域社会に提
供する。
③教育環境の充実のための教育設備の共同利用化(幹事;長崎大学 ・崇城大学)
a.情報機器を活用して連携大学で遠隔講義を行う。
【パイロ ット事業 ・研究開発分野】
各大学の得意分野を活かし、産・官とも連携し、洪水、土砂災害、地震災害、火山災害等を対象とし
た「災害モニタリングとリアルタイム防災j を事業化し、災害を未然に防止する「地域密着型防災シス
テム」を地域に提供する。
①連携と成果の公開(幹事;九州大学)
a.防災ネットワークの構築整備:連携校の地域拠点(センター)をインターネットを利用
してネットワーク化する。
b.共同シンポジウムを開催する。
C.防災啓発・研究書を定期的に印制物及。機関リポジトリーとして共同で出版する。
②研究の実用化(幹事;熊本大学)
a.災害モニタリングとリアノレタイム防災をベースとした「地域密着型防災モデノレ」の提供
図-2に示すように、災害発生の可能性のある地点での斜面災害、洪水災害、地震災害、火山災害
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に対応するそデ、ル事業を実施。 r関係機関」欄に示す寸子政と一体となってリアルタイム防システム
|災害モニタリング・リアルタイム防災概念国
(パイロットプロジェクト)
火山災害
4>-リアル書イム防災
l|行政・ NPO・住民へ情鰻提供 1
〆 〔衛星〕
/ (GPS) 
(GIS) 
(ハザードマップ)
リスクマップ)
図 -2 災害モニタリング圃リアルタイム防災概念図(パイロット事業)
の普及に努める。
b.ハザードマップ等の高精度化と電子化:防災情報システム (GIS付き地域SNSgiSightをコアとした
防災情報システム)を開発し、常に変化するハザードをダイナミックハザードマップとして行政か
ら住民に発信する。その他、防災情報発信のための統一プラットフォームを構築する。
C.事業継続計画 (BCP)に関
する調査研究:被災した企業
等が事業を速やかに継続して行なうことができるよう事前に計画を立案しておく。
d.共同・受託研究等の産官学連携事業を共同して実施する。
e.大型実験施設・観調嚇結審の共同利用化・共同予算申請
【地域貢献]
①地域の知的資源の結集と活用(幹事;長崎大学)
a.災害時調査研究に関する官学問の協定締結
b.防災ネットワークを活用した緊急災害時調査・支援体制の確立
C.地域の災害ボランティア活動に対する学生派遣等の制度確立と支援
d.九州地区の代表的災害のアーカイブスの作成・貴重な災害資料の収集・行政等への提供
e.非常災害調査機器の共同備蓄と活用。
f.火山災害遺構の保存と火山観光による地域舌性化方策の助言・支援(雲仙・阿蘇・桜島等)
g.火山学習体験プログラム構築による地樹舌性化への助言・支援
【防災拠点】
①各大学に「知の拠点j を設置(幹事;和州大学)
a.各大学に防災拠点(センター)を配置、 「地域防災拠点」とする。
b. r地域防災拠点」の中心として「九州大学西部地区自然災害資料センター」の機能を強化。
「地域防災拠点」をネットワーク化する「総合防災科学センターJ (仮称)を設立する。
コーディネータ(特任教授)ほかセンターの事務局機能を強化する。
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